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1．『北京からのメッセージ』
　1995年9月、国連主催により北京で開催された第4回世界女性会議は、採
択したr行動綱領』において、r女性と男性の平等は、人権の問題」1）である
ことを訴えた。そして、r女性は家庭、地域社会及び職場における有償・無
償双方の労働を通じて、経済及び貧困との闘いの主要な寄与者である」2）こ
とを指摘し、r女性と経済」においてr女性は他方で、相変わらず、子ども
や高齢者の世話、家族の食事の準備、環境の保護、並びに弱い立場や障害を
持つ個人及びグループを支援するボランティァ活動のような家庭内及び地域
社会の無償労働の大部分を担っている。この労働は数量的に測定されないこ
とが多く、国民経済計算の中で評価されない。開発への女性の寄与は極めて
過小評価され、したがって、その社会的認知は乏しい。この無償労働のタイ
プ、程度及び配分を完全に目に見える形で表すならば、責任分担の改善に寄
与することにもなろう。」3）と述べている。
　そしてそのうえで、政府はrとりわけ無償労働、殊に扶養家族の世話にお
ける労働及び自営農業又は家業のための無償労働のタイプ、程度及び配分を
調べ、よりよく理解するための取組みを通じて、労働と雇用に関する、より
包括的な知識の開発に努めること。また、その労働の価値を数量的に評価し、
中核的な国民経済計算とは別に作成されるであろうがそれに矛盾しない計算
に反映できるようにする方法の開発に関するものを含む、この分野の研究及
び経験に関する情報の共有及び普及を奨励すること」4）が必要であると主張
している。
　そしてまた、さらに踏み込んで、r立案及び評価のための男女別のデータ
及び情報を作成・普及する」ために取るべき行動としてつぎのようにのべて
いる。
　「女性の経済的寄与を認め、女性及び男性の間の有償労働と無償労働の不
平等な分布を目に見えるものにするために、扶養家族の世話及び食事の用意
のように、国民経済計算に含まれない無償労働の価値を数量的に評価し、中
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核的な国民経済計算とは別個であるがそれと調和したものとして作られる可
能性のあるサテライト（補助的）勘定又はその他の公的経済計算に反映でき
る方法を、適切な討論の場において開発すること。」5）
　わが国政府（経済企画庁経済研究所、国民経済計算部）は、これをつぎの
ように受けとめている。
　r1995年北京で開催された世界女性会議で様々な問題提起がなされたが、
その中の1っとして、女性が無償労働の大部分を担っているにもかかわらず、
それが貨幣的に評価されていないとの問題が指摘され、無償労働の貨幣評価
に関する研究及び経験にっいての情報交換を促進すべきことがr行動綱領』
に盛り込まれた。」6）
　なお、第4回世界女性会議へのアメリカ合衆国代表がrr北京宣言』に関
する解釈表明」において述べているように、r宣言』、r行動綱領』にもられ
た政府としての誓約や実施約束はr法的拘束力を持っものではない」。rr宣
言』で言及されている誓約は、r行動綱領』の個々の要素を実施する特定の
約束というより、むしろr行動綱領』の勧告全般の有意義な実施に着手する
という一般的約束をなす」7）ものでしかない。
　したがって、わが国政府が1995年の秋に行われた北京会議の後、r北京か
らのメッセージ』を受けて無償労働の貨幣評価を行うための準備を開始し、
1996年7月にはr無償労働に関する研究会」を設置し、1997年5月にその調
査報告書、わが国初の政府によるr無償労働の貨幣評価について』の発表を
行うまでに至ったことは、その積極性として評価さるべきことと言えるであ
ろう。
　つけ加えれば。r北京宣言』とr行動綱領』の宣伝と普及に関してである
が。
　どのような立派な文書であろうと、まずはそれが読まれなければ何の意義
もないであろう。r北京宣言』とr行動綱領』を含む第4回世界女性会議関
連の報告書はA4版で印刷210頁以上にもなる膨大なものである。果してど
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れくらいの人数がこの報告書を購め、どれくらいの人々がこの膨大な量のも
のを読んだことだろうか。
　滅多にない機会だから、あれもこれもと盛り沢山になり勝ちなことは理解
出来る。念には念を入れてと、表現が複雑になったり重複したりし勝ちにな
ることも理解出来る。しかし、要は一人でも多くの人々に読まれるようにす
ることであろう。その人権が抑圧され、貧困にあえぐ当事者の女性達にも、
いや彼らにこそメッセージは伝えられる必要があるのではないか。表現を全
体としてより簡明にすること、さらに文書の量を削減し、より多くの人々に
読まれるようにする工夫があってもよかったのではなかろうか。
　1．r北京からのメッセージー第4回世界女性会議及び関連事業等報告書一』
　総理府男女共同参画室編（以下、『北京からのメッセージ』とのみ表記する）1996
　年9月20日発行、61頁。
　2．「北京からのメッセージ』65頁。
　3．『北京からのメッセージ』122頁。
　4，r北京からのメッセージ』125頁。
　5．『北京からのメッセージ』143頁。
　6。　『無償労働の貨幣評価について』経済企画庁経済研究所、国民経済計算部、
　　（以下、『無償労働の貨幣評価について』とのみ表記する）1997年5月発表、1頁。
　7。『北京からのメッセージ』41頁。
2．わが国初の『無償労働の貨幣評価について』
　1997年5月、わが国の経済企画庁経済研究所は、研究調査報告r無償労働
の貨幣評価にっいて』を発表した。
　この政府による無償労働の貨幣的評価はわが国で最初のことであり、無償
労働の実態を明らかにして行くうえでまさに画期的なことであったと言えよ
う。そしてそれだけに女性達をはじめとする広汎な人々の関心をあっめ、マ
ス・コミも一斉に報ずるところとなったのである。
　政府の研究調査報告に曰く。
　無償労働の1991年における評価額（年間　　以下同様）は機会費用法（0
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C法）でみて約99兆円。国内総生産（G　D　P）の21．6％にあたる。賃金俸給
と比較すれば、同じく機会費用法でみてその46．6％。無償労働時間は有償労
働時間の52．3％。
　無償労働の評価額を男女別にみると、経年比較では男性の総評価額中に占
める構成比は高まってきているものの、1991年時点でなお女性が（O　C法
で）約85．3％となっている。
　無償労働の活動毎に、1991年での男女別評価額を（O　C法で）みると、無
償労働全体のうち約4．2％を占めるすぎない社会的活動を除けば女性の構成
比は約71．4％以上、家事にいたっては約92％。女性の負担分が圧倒的に高い
構成比となっている。
　1991年での一人当たり無償労働評価額を（O　C法で）男女別にみると女性
は約160．7万円で男性の約29．2万円の約5．5倍。女性の無償労働評価額は女性
の平均市場賃金約234．8万円の約68，4％になっている。
　調査報告書発表後、なかでも注目を集め、論議の的となったのは、有配偶
・無業女性の無償労働評価額であった。
　一人当たりの無償労働評価額を有配偶・無業の女性、いわゆる専業主婦に
ついて（O　C法で）みると約276．2万円と女性の平均市場賃金約234．8万円を
上回っている。有配偶・有業の女性にっいてみると約176．5万円。その平均
賃金の約75％となっている。
　日常的に家族の介護・看護をしている有介護者の一人当たり無償労働評価
額（1991年、O　C法）は、当然のことながら男性（平均約80．8万円）、女性
（平均約232万円）ともに無介護者の一人当たり評価額（男性平均約28万円、
女性平均約157．2万円）を大きく上回っている。これは家事に係る評価額
（有介護者男性約24．1万円、同じく女性約142．6万円、無介護者男性約10．4
万円、同じく女性約115．3万円）についても同様である。
　なお有介護者男性については、60歳以上層において無償労働評価額が50～
59歳層の約87万円から約153．9万円へと飛躍的に増大し、無介護者の約28万
円に比べれば5倍以上の高い評価額となっている。有介護者女性については
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無償労働の評価額が30～39歳層の約274．9万円をピークに30歳代以上の各年
齢階層において、いずれも女性の平均市場賃金（約234．8万円）を上回って
いる。
　家族介護労働の重圧の程が明らかにされているといえよう。
　家計において無償労働が生産するサービスの評価額と市場活動が家計に提
供するサービスの額との比較においては、家計における無償労働の評価額を
代替費用法スペシャリストアプローチ（R　C－S法）によってサービス産出
額に換算して行い、家計の炊事では約79兆5，600億円で外食産業の約11兆790
億円の約7．2倍。家計の洗濯では約38兆2，730億円で市場の洗濯業約1兆2，200
億円の約31．4倍と算出している。家計の育児・介護看護では家計のそれが約
18兆700億円で、保育・老人福祉団体等の評価額約2兆70億円の約9倍。
　この後さらに、地域ブロック別の無償労働の比較等や無償労働の国際比較
等が行われているが、ここではそれらは省略することにしよう。
3．r無償労働の貨幣評価について』への異論
　r日本経済新聞」1997年6月3日付夕刊の生活家庭欄にはr企画庁・無償
労働の貨幣評価」、r女性たちから異論続出」という見出しで、政府のr無償
労働の貨幣評価について』への異論が報道されている。
　以下、この記事で紹介されているいろいろな意見を検討して行くことにし
よう。
　「r評価の目的はどこへ行った』5月に経済企画庁が発表した無償労働の
貨幣評価にっいて、女性から不満が噴き出している。家事・育児・地域での
活動など、無償労働の大半を女性が担う現状を改善するために行った評価の
はずが、基準そのものにジェンダー（社会的・文化的性差）による偏りがあ
り、男女がともにそれを担うという視点も欠けているというのだ」。
　だが、無償労働の貨幣評価は、そもそもr無償労働の大半を女性が担う現
状を改善するために行った」のであろうか。
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　政府の研究調査報告r無償労働の貨幣評価について』のr1．はじめに」
は、社会は無償労働によっても支えられているが、そのr無償労働について
は女性の果す役割が大きいとされている」こと、しかし、無償労働は国民経
済計算のr対象には含まれていない」こと、だから無償労働のr貨幣評価額
を推計する意味は大きいと考えられる」8）旨が述べられてはいる。
　第4回世界女性会議で採択されたr行動綱領』にも、r女性の労働と、無
償労働部門及び家事部門における寄与を含む、国民経済に対する彼らのあら
ゆる寄与を余すところなく認識し、明らかにするため、適切な統計的手段を
考案し、女性の無償労働と女性の貧困発生率及び貧困への陥りやすさとの関
係を調べること」8）が必要であるとの指摘や、r女性は………家庭内及び地域
社会の無償労働の大部分を担っている。この労働は数量的に測定されないこ
とが多く、国民経済計算の中で評価されない。開発への女性の寄与は極めて
過少評価され、したがって、その社会的認知は乏しい。この無償労働のタイ
プ、程度及び配分を完全に目に見える形で表すならば、責任分担の改善に寄
与することにもなろう。」9）というような叙述は見られるものの、無償労働の
貨幣評価が直ちにr無償労働の大半を女性が担う現状を改善するために」行
われるべきであるというようなことは、いずこにも謳われていないようであ
るQ
　無償労働の貨幣評価は、まずは無償労働の実態を解明することが目的であ
り、そうすることが、やがては、無償労働の大半を女性が担うというような
現状の改善に寄与することが期待されるということではないだろうか。
　政府による無償労働の貨幣評価にはr基準そのものにジェンダー（社会的
・文化的性差）による偏りがあり」といわれる。
　これはおそらく、無償労働の貨幣評価を行うさいに、たとえば機会費用法
（O　C法）を用いるならばr無償労働の内容ではなく、誰が無償労働を行っ
たかによって評価が変わる」10）とか、基準としてr性別年代別の平均賃金を
使用するため男女間の賃金格差が反映することになる」11）等、政府の調査報
告書にも指摘されているようなこと等を意味しているものと思われる。
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　このようなr偏り」は、それがあるからダメなのだというようなものでは
なしに、現実に存在するr偏り」を反映して、推計の結果に不可避的にもた
らされる類のものであり、統計調査結果の評価にあたって考慮に加味さるべ
き性質のものということではなかろうか。
　r経済企画庁の評価には、ジェンダーの視点が初めから欠けていた」とい
う批判も紹介されている。
　いわれるところのrジェンダーの視点」とはどういうものなのであろうか。
　たしかに第4回世界女性会議での『北京宣言』にも「行動綱領』にも
rジェンダーの視点」という表現があちこちに見られる。
　r北京宣言』にはrジェンダー（社会的・文化的性差）」12）という表現も
見られるから、ジェンダーの視点とは社会的・文化的性差の視点、あるいは
社会的・文化的性差に留意した視点ということでもあろうか。とすれば、経
済企画庁で発表したr無償労働の貨幣評価にっいて』は、rrl996年の無償労
働の貨幣評価」のポイント』13）で経済企画庁が主張するように、r既存の経
済統計では把握されていないが、私たちの生活を現実に支えている無償労働
の経済的価値を明らかにし、併せて、無償労働の大部分を担っている女性の
社会的貢献の大きさと負担の状況を明らかにする意味を持っ」、すなわち、
そのように謳われてはいないものの、いわれるところのrジェンダーの視
点」に貫かれた、rジェンダーの視点」の産物にほかならないとも言えるの
ではなかろうか。
　とはいえ、ジェンダー（gender）という概念は気ままに使われ過ぎてい
るように思われる。
　第4回世界女性会議に提出されたグァテマラ代表の声明書にいう。
　rグァテマラ国民の倫理的、道徳的、法的、文化的及び生得的基準に従い、
グァテマラはジェンダーの概念を女性及び男性に関して単に女性という性、
男性という性としてのみ解釈」14）する。
　また、ヴァチカン市国代表の声明書には、っぎのような所がある。
　rジェンダーという言葉の解釈表明」と表題した文節である。
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　「この文書（r北京宣言』及びr行動綱領』　　引用者）中のジェンダー
という言葉が国連の文脈における通常の用法に従って理解さるべきことを承
認するに当たり、その語が存在する諸言語に共通する意味をヴァチカン市国
も共有する。
　ヴァチカン市国はジェンダーという用語を、男性又は女性という生物学上
の性的アイデンティティに根ざしたものと理解する。しかも行動綱領自体が
はっきりと『両ジェンダー』という用語を用いている。
　このようにヴァチカン市国は、性的アイデンティティは新しいさまざまな
目的に適うようにどうにでも適合可能だとする世界的見解に基づいた曖昧な
解釈を排除する。
　また、両性のあらゆる役割と関係はひとつの不動のパターンに固定されて
いるとする生物学的決定論者の見解にも与しない。
　法王ヨハネ・パウロは、女性と男性の相違性と相補性を主張しておられる。
それと同時に、女性が新たな役割を引き受けることに声援を送り、文化的な
条件付けがどれほど女性の進歩を阻んできたかを強調し、また、『女性解放
の偉大な過程』における支援を男性に説き勧めてこられた（r女性への手
紙』その6）。
　最近の「女性への手紙』で、法王はニュアンスに富んだカトリック教会の
見解を次のように説明しておられる。『ある程度の役割の相違があることは、
この相違が勝手な押しっけの結果ではなく、男性であることや女性であるこ
との特有性の表われであるならば、女性にとって決して不利ではないと認め
ることもできる。』」15）
　一国の代表からさえ異議や留保が申し出られるような言葉の意味や用法に
っいては、よほど慎重かつ厳密にその定義や用法が再検討さるべきではなか
ろうか。
　ジェンダーの語義はもともと性ということである。男性、女性というとき
の性にほかならない。同じく人でありながら、そのうえで持っている生物的
特性に根拠があるものといえよう。そして男性と女性とは別々の性であるか
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ら、ジェンダーという語を性別、性の相違の意味に使用することも出来るだ
ろう。しかし、性的差別すなわち性にもとづく社会的差別までも時として含
むものとして使用するとすれば、それは少なくとも曖昧な解釈ということに
なるのではないだろうか。
　なるほど、一部の学者や運動家達は、ジェンダーという用語を社会的、文
化的性差の意味に用いているようである。しかしそれは、なお特殊な一部の
範囲でのみの通用にとどまっているのであって、いわゆる女性学研究者以外
の女性知識層においてすら一般的には認知されていないのである。したがっ
て、もしジェンダーという用語を社会的意味で用いるとしたならば、わが国
の現状においては、まぎらわしくないようにr社会的ジェンダー（社会的性
差）」と表現することがより現状適応的なのであり、もし男女差別を意味し
たいのであればrジェンダー差別（男女差別）」と言うことの方が真意を伝
えるのにより適切なのではなかろうか。
　政府の無償労働の貨幣評価についての調査報告書にはジェンダーの類の表
現は一切見られない。報告書が一般国民を対象とするものであるいじょう、
少くとも現状においては妥当なことであろう。
　ともかく、勝手気ままに独りよがりの意味づけをしてジェンダーなる用語
を振りまわすのは、とても生産的なこととは言えないであろう。
　r日本経済新聞」の当該の言己事には、r性差解消の視点欠く」という見出
しも見られる。どうもそのように懸念されるのであるが、r経済企画庁の評
価には、ジェンダーの視点が初めから欠けていた」と言われるばあいの
rジェンダーの視点」なるものがr性差解消の視点」というごときものを意
味しているとすれば、それこそジェンダーという語のとんでもない気ままな
誤用というべきだろう。
　経済企画庁による無償労働の経済的評価においては「無償労働の価値が二
重に低く抑えられた」との批判も紹介されている。
　rまず評価の基礎となる労働時間。総務庁が5年ごとに行う社会生活基本
調査から無償労働時間を割り出したが、同調査は対象項目が限られる。炊事
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と洗濯を一度にするなどのrながら労働』の実態も不明。一日一人当たりの
無償労働時間は女性が約4時間、男性が30分だが、r実はもっと長いはず』
と主張する」。
　だがこれらは、無償労働の貨幣評価を行うさいに基礎として用いられた時
間データから来る制約、限界であって、貨幣評価を意図的に低く抑えるため
の操作ではないだろう。むしろ企画庁も調査報告を発表するにあたって無償
労働の貨幣評価の推計が欧米諸外国のばあいに比べて過少推計となっている
こととその理由をっぎのように説明していることである16）。
　すなわち、r同時に二つ以上の活動をした場合は、そのうち主な活動のみ
が調査されている。
　①　r移動』はr無償労働のために付随する移動』とrそれ以外の移動』
が考えられるが、概念的には前者はr無償労働』に、後者はr無償労働以
外』に含めるという形で整理した（カナダ・オーストラリアの事例ではr移
動』は付随する活動として整理されている）。
　しかしながら、本推計を行う際に使用したr社会生活基本調査』ではr移
動』の内容が把握できないことから、r移動』全体をr無償労働』の範囲に
含めないこととした。このことによって、わが国の無償労働の評価額は欧米
諸外国に比して過少評価となっている……。
　②　諸外国の事例ではr住宅のメンテナンス』、r園芸』等を無償労働とし
て推計しているが、r社会生活基本調査』ではこれらは独立した活動項目と
して調査されていないため推計対象に含めていない。このことから、①の
r移動』と同様にわが国の無償労働の評価額は過少推計となっている。」
　無償労働の貨幣評価にあたって基準として用いられる類似の専門職種の対
応付けについても異論が表明されている。
　r貨幣換算の基準も問題だ。②の方法（代替費用法スペシャリスト・アプ
ローチ　　引用者）のr専門職』はr炊事』が調理師見習い、r清掃』がビ
ル清掃員、r介護・看護』は看護補助者。これらの職種はもともと賃金が低
い上r無償労働の質の高さを見落している』。三十年間、栄養価を考え献立
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を工夫して食事を作って来た女性の炊事が見習いなのか」。
　代替費用法スペシャリスト・アプローチにおいて、家計が行う無償労働の
貨幣評価にあたって、それに対応付けする類似の専門職種にっいては人に
よって考えが異り、論議の余地なく一義的に決定することは困難なことであ
るQ
　政府の調査報告書でもそのことを承知のうえで対応付けを行ったこと、そ
して例えばr炊事」にっいては、r家計と専門職種との間には生産性格差が
存在するとの代替費用法スペシャリスト・アプローチの問題点を考慮し、調
理師見習いとした17）」との説明もっけられている。
　だから、炊事用具も満足に揃えていないような駆けだしの主婦ならともか
く、熟練プロも顔負けするほどのベテラン主婦の炊事を調理師見習いに対応
付けするとは何事か、という気持も解らないことはないが、やはり、それは
推計結果を評価する際に考慮にいれるべき事情にとどまるのではないだろう
か。
　rさらに、企画庁は一人当たり年問の家事労働評価額は、共働きの女性が
約177万円、専業主婦は約276万円で、専業主婦の年問評価額は女性の平均市
場賃金より高いと指摘した。」
　これに対しては、r専業主婦の無償労働の方が働く女性の有償労働より価
値が高いかのような印象を与える。この見方はおかしい。」との批判を紹介
している。
　しかし、この批判の方こそおかしいのではないだろうか。
　調査報告書の示す推計結果は、専業主婦の無償労働の評価額が、事実、働
く女性の有償労働の価格である市場賃金を上回っていることを示している。
rかのような印象」を与えるにすぎないのではなく、事実において上回って
いるのである。そして、有配偶・有業女性の行う無償労働の評価額も約177
万円になっていることがっけ加えて指摘されているのであるから、有配偶・
有業女性は市場賃金約235万円の有償労働に加えて評価額約177万円の無償労
働も行っていることが統計数値によって示されているのである。
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　すなわち、有配偶・有業女性の市場賃金と無償労働の貨幣評価額との合計
は約412万円ということになり、いわゆる専業主婦による無償労働の貨幣評
価額約276万円をその約50％近くも上回っていることが、文章でこそ表現さ
れていないが、容易に理解出来るように示されているのである。
　以上見て来たr日本経済新聞」に紹介された様々な異論は、発言者とされ
ている方々の多くが経済企画庁によって開催されたr無償労働に関する研究
会」の研究委員をっとめられた方々である。研究会は3回にわたり、順次
r無償労働にっいて」、r無償労働の定義、範囲及び貨幣評価について」、r無
償労働の貨幣評価にっいての報告」を議題として行われたとの案内が調査報
告書の末尾に付せられている。
　調査報告『無償労働の貨幣評価にっいて』の準備、立案から原案作成にま
でかかわったのではないかと思われる委員諸賢から、まるで他所事に対する
かのような批判から非難と言ってよい程の異論が申し立てられているのは、
いったいどうしたことなのであろうか。
　8．　『北京からのメッセージ』79頁。
　9．『北京からのメッセージ』122頁。
　10．　r無償労働の貨幣評価について』2頁。
　11．　r無償労働の貨幣評価について』18頁。
　12．　『北京からのメッセージ』58頁。
　13．　『r1996年の無償労働の貨幣評価」のポイント』経済企画庁経済研究所、国民
　　経済計算部、1998年5月発表。1頁。
　14．『北京からのメッセージ』29～30頁。
　15．　『北京からのメッセージ』33頁。
　16．　r無償労働の貨幣評価について』16～17頁。
　17．『無償労働の貨幣評価について』18頁。
4．『1996年の無償労働の貨幣評価』
　1998年（平成10年）5月、経済企画庁はr1996年の無償労働の貨幣評価』
を発表した。前年、1997年5月発表のr無償労働の貨幣評価について』に続
一13一
大　木　啓　次
く第2回目のものであり、体裁もより整い、内容的にも幾多の点で更に充実
させ、表現も前回の経験を踏まえてより周到なものとなっているようである。
さらに、A4版印刷20頁の本報告書の他に、図表を含めてA4版印刷5頁の
rr1996年無償労働の貨幣評価」のポイント』も作られており、一般の人々
のためにというか、多忙な人達向けにというか、普及を心掛けたと思われる
配慮を見せている。
　調査報告書に日く。
　1996年のわが国における無償労働の総評価額は機会費用法でみて約U6兆
円。国内総生産の約23．2％。5年前に比べて約2．6％の上昇。有償労働の評
価額である賃金・俸給の約48．5％（O　C法）。無償労働時間は有償労働時間
の約53．2％。
　無償労働は評価額の対賃金・俸給比においても、労働時間の対有償労働時
間比においても増加傾向にあることがわかる。
　今回の調査報告書には、無償労働の行動別評価額がO　C法、R　C－S法、
R　C－G法のそれぞれで、また行動別ごとの労働時間とその構成比が新たに
つけ加えられている。
　無償労働の男女別評価額を見れば女性の評価額が全体の84．5％（O　C法）
から88．6％（R　C－G法）を占めており、無償労働の大部分が女性によって
担われていることが明らかである。
　これを労働時間比でみれば女性の負担がより重くなっている筈であるが、
調査報告書の本来の課題の内に含まれていない事であるからか、それは示さ
れていない。
　無償労働の行動別評価額及びその男女別内訳が示されている。行動別評価
額は昨年発表の1991年についてはOC法で示されているが、今年発表の1996
年についてはRC－S法で示されている。事柄の性質上RC－S法の方がよ
り妥当と思われる。
　ただ行動別の構成比が昨年発表にっいては行動別毎の男女構成比になって
いるのに対し、今年発表分は全体についても男女別についても無償労働全体
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の中での各行動別毎の比率となっている。昨年発表においては無償労働の行
動別毎に男女の負担比率が示され、男性の負担に比しての女性の負担の程が
判然としていたが、今年発表においては、男女それぞれに無償労働の行動別
の構成の特徴が示されるということになっている。
　さきにも見たように、その批判の正当性の程は大分疑わしいのであるが、
ともかく前年発表の調査報告書では物議をかもした無償労働の男女別一人当
たり年間評価額及びその属性別比較については、今年の説明は一段と周到に
なっている。
　無償労働の男女別一人当たり年間評価額にっいては、前年はO　C法のみで
あったが今年はO　C法、RC－S法、R　C－G法のそれぞれによって表示さ
れている。また、市場賃金及び新しく市場賃金と無償労働評価額との合計額
が参考として示されている。
　配偶者の有無別、社会的職業の有無別にみると、有配偶・無業の女性、い
わゆる専業主婦の1996年における無償労働評価額は平均30a　g万円。最高額
は30～34歳代の410．4万円。前年物議をかもしたので今年は指摘されていな
いが、女性の平均市場賃金は265．6万円であるから、1996年においても専業
主婦の無償労働評価額は女性の平均市場賃金を上回っている。
　1996年における有配偶・有業女性の無償労働評価額は199．3万円であり、
有配偶・有業男性の無償労働評価額36，6万円の約5．4倍以上である。同じく
有配偶・有業でありながら、家庭内における無償労働の負担は圧倒的に女性
の側に重くのしかかっていることが明示されている。
　しかしながら、一口に男性社会と言われ、男性が女性より有利な社会に
なっていることは事実であり、そのことが家庭内における男女（夫婦）関係
にも影響を与えているわけでもあるが、無償労働の負担の割合に見られる家
庭内の男女不平等は、直接には主に夫婦間のいわば私的な問題にほかならな
い。この夫婦間の不平等が、逆にいわゆる男性社会を支えていることになっ
ている面も見逃すわけにはゆかないと思われるのである。
　以上のことから、無償労働の負担の割合にあらわされている家庭内の男女
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不平等、家庭内の性差を解消あるいはせめて緩和して行くためには、政治や
社会の側からの努力も必要ではあるが、なによりも当事者達による現状認識
と改革の意思及び家庭内での努力が必要であると言うべきであろう。
　前年物議をかもしたこととて、今年は、1996年における働く女性の総労働
評価額として、有配偶・有業女性の無償労働評価額平均119．3万円に女性の
平均市場賃金265．6万円を加えると464．9万円になることが重ねて文章によっ
ても、参考までに指摘されている。そしてさらに、男女別一人当たり年間評
価額の属性別比較の末尾に、r本推計に使用したO　C法では、男女の賃金格
差を反映して、男性の評価額が高めに、女性の評価額が低めに見積られるこ
とに留意する必要がある」旨、男女の社会的、経済的性差を考慮した指摘が
なされている。
　この後ひきっづき、r介護・看護と育児の無償労働評価額」が示されてい
る。r介護・看護の性別・年代別一人当たり年間無償労働評価額」が、前回
は1991年についてO　C法で推計されていたが、今回は1996年について簡易R
C－S法を用いて推計され、新しく介護・看護の一日当たり労働時闇の表示
も加えられている。
　っぎにr夫婦世帯の育児の評価額」の表示が今回新たにつけ加えられてい
る。
　その後さらに、前回と同様r無償労働と産業活動等のサービス生産比較」
が、炊事、洗濯、育児と介護・看護にっいて行われている。
　そしてその後にはr無償労働の地域ブロック別比較」が行われ、ひきっづ
き前回にはr諸外国における無償労働の貨幣評価と無償労働時闇」との国際
比較が行われていたのに対し、今回はrイギリスの無償労働評価額との比
較」が行われ、いずれにおいても無償労働評価額の対GD　P比や無償労働時
問の状況が吟味されている。
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5．無償労働の貨幣評価の理論的意味
　イ．無償労働の貨幣評価の限界
　これまで、無償労働の貨幣評価との関連で第4回世界女性会議でのr北京
宣言』やr行動綱領』、わが国初の政府によるr無償労働の貨幣評価にっい
て』の調査報告とそれに対する異論、さらに第2回目のr1996年の無償労働
の貨幣評価』の調査報告を、若干のコメントを交えながら見て来たが、そも
そも無償労働の貨幣評価とは理論的にみてどういうことなのであろうか。
　無償労働の貨幣評価といわれるときの無償労働には他人のために行われる
社会的奉仕活動も含まれているが、それは1996年のわが国において、男女合
計の労働時間で見て無償労働全体の約3％に過ぎず18）、無償労働の殆どは
家計構成員のための労働である。それは広い意味での家事労働であり、活動
種類でいえば、具体的には炊事、掃除、洗濯、裁縫、家庭雑事等を含む狭い
意味での家事労働及び介護・看護、育児、買物等のための労働であり19）、
いずれも家計構成員が生活手段を個人的に消費するために必要な私的サービ
ス労働、あるいは、家計構成員が個人として生活を行うために必要な私的
サービス労働である、と言うことが出来るであろう。
　それらのサービス労働は、内容的に同じ労働であっても、もし他人のため
に行われるならば、すなわち社会的労働であるときには有償労働となり、現
実に経済社会において貨幣評価をうけて売買されるのである。しかしながら、
それらのサービス労働が自分を含む家計構成員のために行われるならば、す
なわち私的労働であるときには、現実の経済社会において売買されることは
なく、客観的な貨幣評価も受けることなく、無償労働にとどまるのである。
　したがって、無償労働の貨幣評価ということは、現実の経済においては売
買の対象とならず、客観的な貨幣評価を受けることのない無償労働を、仮に
主観的に貨幣評価するとすればという仮定の領域でのことなのだということ
を、まず冷静に見据えておかなければならないのである。無償労働の貨幣評
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価は、どこまで行っても推計にとどまるのである。
　政府による無償労働の貨幣評価において用いられた推計の方法については、
r1996年の無償労働の貨幣評価』でつぎのように説明されている。
　r無償労働の貨幣評価額を推計するに当たっては、家事や社会的活動等が
産み出すサービスの価値を直接把握し、評価することが困難なため、人がそ
れらの行動に費やしている時間をベースにし、これを賃金で評価することと
した20）。……したがって、どのような賃金を使うかによって貨幣評価額は
大きく異なることになる……」Q
　r家事や社会的活動等が産み出すサービスの価値を直接把握し、評価する
ことが困難なため」といわれる。
　無償労働の貨幣評価にさいして推計の対象となるのは、後ほど論証するよ
うに、家事労働や社会的活動等のサービス労働そのものであって、それらが
r産み出すサービスの価値」ではないのであるが、そのことは当面はさてお
くことにしよう。しかし、貨幣評価される無償労働をr直接把握し、評価す
ることが困難」であるといわれていることに関しては、それは困難であるの
ではなく、基本的には不可能なことなのだということを、念のため指摘して
おく必要があるかもしれない。無償労働をr直接把握し、評価する」ことは、
事柄の性質上、本質的に不可能なのである。
　すなわち、無償労働の貨幣評価といわれるけれど、無償労働が直接に現実
の市場で客観的な貨幣評価を受けることはない。むしろ、客観的な貨幣評価
を受けていない労働であるからこそ無償労働と呼ばれているわけである。無
償労働を貨幣評価するとは、無償労働だから実際には貨幣評価が行われてい
るわけではないが、無償労働を行わずに、その分有償労働に従事したばあい
にはどれくらいの賃金を得ただろうかという仮定のr逸失利益」によって評
価して見ればということなのである。あるいは、市場で現実に貨幣評価を受
けている他の類似の労働でもって代替し、それでもって仮に貨幣評価して見
ればということなのである。
　したがって貨幣評価の方法は、いずれも間接的な、迂回的な、仮定にもと
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づく評価の方法であり、議論の余地なく誰しも合意出来る絶対的な方法とい
うものはあり得ず、相対的なものにとどまるという事実を認めてかかること
が必要なのである。
　もし家事労働が他人のために行われ、売買の対象となって市場における貨
幣評価を受けるならば、その評価は家事労働が直接に把握された評価であり、
誰しも認めざるを得ない客観的な事実である。それは人々の主観的な考えや
評価には依存しないであろう。だがしかし、家事労働が家計構成員のために
私的に行われて市場における直接的で客観的な評価を受けていないばあいに、
っまり無償労働であるばあいに貨幣評価を行うとすれば、その評価は間接的
で主観的な評価にならざるを得ないのである。無償労働の貨幣評価は、基本
的に仮定の事であり、間接的に行われるものであるだけに、評価の方法や評
価の基準として採用されるさまざまな指標についても、互いに合意し難いい
ろいろな意見があることは当然のことであろう。
　それは例えば、r1996年の無償労働の貨幣評価』において、r代替費用法ス
ペシャリストアプローチ（RC－S法）において無償労働に対応させるべき
専門職種については、人によって見解が異なり、一義的に定めることは困難
である21）」と言われているようなものである。そしてまた、さきにもふれ
たようなr三十年間、栄養価を考え献立を工夫して食事を作って来た女性の
炊事が見習いなのか」という、対応付けする類似の専門職種の選定にっいて
の不満等も当然あり得ることなのである。
　□、労働は労働力を提供することか。
　政府の調査報告書（r1996年の無償労働の貨幣評価』）にいう。
　r私たちの生活は、市場経済活動のみならず、炊事・洗濯等の家事労働や
ボランティア活動などによって支えられている。これらの労働は、家族や他
者に対価を要求することなく労働力を提供するという意味で、市場で労働力
を提供して対価を得るr仕事』＝r有償労働』に対して、r無償労働』と呼
ぶことができる」22）。
一19一
大木啓次
　r市場で労働力を提供して対価を得るr仕事』一r有償労働』」と言われる。
　仕事は労働によってなされるもの。仕事は労働の成果であり、労働そのも
のとは原因と結果との関係である。仕事と労働とが直接に同一であるとは言
うことが出来ないであろう。
　だが、そのことに関しては後ほど再びたち返って論ずることにしよう。さ
しあたりここで問題にしたいのは、政府の調査報告書のいうように、有償労
働とはr市場で労働力を提供して対価を得る」労働であると言ってよいもの
なのかどうか、また、それに対して無償労働とは、「家族や他者に対価を要
求することなく労働力を提供するという意味」のものなのであろうか、とい
うことである。
　労働が対価を得るにせよ得ないにせよ、そのために提供されるものは果し
て労働力なのか、それとも労働なのか。
　整理して、このように問題をたてるだけで自ずと答えは明らかであろう。
すなわち、有償労働という言葉そのものが有償の労働ということであるから、
対価を得て有償であり得るために提供されるものは、労働力などではなく労
働であるということ、また、無償労働とは対価を得ることのない無償の労働
ということであるから、無償労働において、r家族や他者に対価を要求する
ことなく」提供されるものは労働力などではなく労働であることは、いわば
自明のことであろう。
　だがしかし、賃金と引き換えに提供されるものは、実は労働力なのであり、
あたかも労働が提供されているように見えるのは表面の現象だけなのだ、と
いう主張もあることは経済学では常識である。すなわち、労働の売買と見え
るのは、まさに見せかけだけの現象であり、その本質は労働力の売買なのだ
というのである。そのように主張するのはマルクス経済学にほかならない。
　すなわち、マルクスはいう。
　rr労働の価値および価格』またはr労賃』という現象形態は、現象と
なって現われる本質的な関係としての労働力の価値および価格とは区別され
る23）」
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　またこうもいう。
　r賃金は外見上そう見えるような労働の価値または価格ではなく、労働力
の価値または価格の仮装された形態にすぎない24）」
　資本主義経済の市場において労働者が資本家に売り渡すものが労働である
かのように見えるのは表面上の、現象だけのことである。実際に売り渡すも
のは労働力なのであり、これこそがあたかも労働の売買のように見える現象
の本質なのだ。そして、労働ではなく労働力が商品として売買されるという
ことこそ資本主義経済を資本主義経済たらしめる根本的条件なのだ、とマル
クスは折にふれ繰り返し力説している。
　だが、マルクス経済学の労働力商品説は誤っているだろう。
　マルクスによれば、労働力とはr人問の肉体すなわち生きている人格のう
ちに存在していて、彼がなんらかの種類の使用価値を生産するたびに運動さ
せる肉体的および精神的諸能力の総体のことである25）。」
　マルクスは、rなんらかの種類の使用価値を生産するたびに運動させる肉
体的および精神的諸能力の総体」という。
　だが正しくは、労働力とは労働する能力のことであり、その労働のなかに
は運輸労働もあれば商品を売買する商業労働もある。他人のためのサービス
労働もあるし、家族のための家事労働もあるだろう。労働力とはrなんらか
の種類の使用価値を生産する」ときにのみ用いる能力ではなく、人々が彼ら
の生活を行うために必要な人問活動、っまりひろく経済活動を行うために用
いる人間の能力のことにほかならない。労働力とはどういうものかというこ
とにっいてのマルクスの規定は誤ちであるといえるだろう。
　しかしそれはともかく、マルクスも認めている通り、およそ労働力という
ものはr生きている人格のうちに存在していて」、生きている人格から切り
離すことが出来ないものなのである。すなわち、それは労働者自身が持って
いる能力なのであり、それだけを労働者から切り離して商品とすることが出
来ないものであろう。それはあたかも、甘味だけを砂糖の体から切り離して
商品とすることが出来ないようなものであろう。したがって、あえて労働力
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を商品とするときには、労働力をそれから切り離すことの出来ない労働者本
人をも商品としなければならないであろう。
　労働者本人が商品となるということは、彼が奴隷になるということである。
そして、労働者が奴隷となるならば、社会経済が奴隷制になるということで
ある。資本主義経済社会が資本主義経済社会ではあり得なくなるということ
にほカ、ならない。
　資本主義経済社会が資本主義経済社会であり続けるいじょう、労働者が賃
金を得るために市場で提供するものは労働力ではあり得ない。提供されるも
のはやはり労働なのである。因みに、わが国の労働基準法の第11条にも、
rこの法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、
労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう」とあるが、
賃金は経済の現実において現われているように、労働の対価にほかならない。
　現象とは異なったありもしないその本質なるものをデッチあげることに
よって、賃金が対償として支払われるものは労働力であるなどという必要も
ないし、そんなことはすべきことでもないだろう。
　対価を得るためにせよ、無償であるにせよ、そのために提供されるものは
労働力ではなく、労働にほかならないのである26）。
　ハ．貨幣評価されるのは無償労働か、無償労働の成果か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アンペイら　無償労働の貨幣評価と言われるときのその無償労働は、英語で　unpald
ワ　クwork　と言われている。だが、アンペイド・ワークは、本来、無償の仕事
　　　　　　　　　　　　　　　　アンペイト　　　レイバ　ということであり、無償労働ならば　unpaid　labour　となる筈だろう。ア
ンペイド・ワークは、アンペイド・レイバーが生み出した有用的効果、結果
ということになるだろう。
　さきにも見たように、政府の調査報告書（r1996年の無償労働の貨幣評
価』）は、r市場で労働力を提供して対価を得るr仕事』＝r有償労働』」に
対して、r家族や他者に対価を要求することなく労働力を提供する」労働が
無償労働であると述べている。
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　労働力を提供して対価を得る仕事が有償労働であると主張されるなら、無
償労働は労働力を提供して対価を得ない仕事ということになるだろう。
　対価を得るために提供されるものは労働力なのか、労働なのかということ
に関しては、それは労働力ではあり得ないこと、労働にほかならないことが
既に理論的に明らかにされた。対価である賃金を得て売られるものは労働力
などではなく、労働にほかならないのである。
　次にここで提起されて来る問題は、無償労働の貨幣評価と言われるとき貨
幣評価されるのは無償労働なのか、それとも無償労働の成果である仕事なの
かという問題である。
　周知のごとく、労働価値説に立脚するマルクス経済学においては、労働は
商品価値を生み出すが、それ自身はなんらの価値をも持たないと主張される。
　すなわち、マルクスはいう。
　r労働は価値の実体であり内在的尺度ではあるが、それ自身なんらの価値
も持ってはいないのである。」27）
　マルクスによれば、労働自身は価値を持たず、したがって価格を持たず、
商品となることもなく、売買されることがない。そして、rただ自立的な、
互いに独立している私的労働の産物だけが、互いに商品として向いあうので
あるQ」28）
　マルクス経済学においては、さきにも見て来た通り、労働者が資本家・使
用者に対価である賃金を得て売るものは労働力であって、決して労働ではあ
りえない。そして、その労働価値説と労働価値説にもとづく労働者搾取論で
ある剰余価値説を死守するためには、労働の売買をなんとしてでも否定しき
らなければならない。労働は商品となることなく、売買されることがないと
の主張を守りきらなければならないのである。
　そこでマルクス経済学は、サービス業においても、商品となって売買され
るのはサービス労働の産み出す有用的効果なのであって、サービス労働その
ものではないと、遮二無二主張したがるのである。
　さきに明らかとしたように、現代経済における無償労働は社会的奉仕活動
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と家計構成員のための家事労働からなり、活動内容の種類で言えばいずれも
サービス労働である。そして、無償労働のうちの大半をしめる家計構成員の
ためのサービス労働は、家計構成員が生活手段を個人的に消費するたあに必
要な私的サービス労働であり、あるいは、家計構成員が個人として生活を行
うために必要な私的サービス労働であり、家事労働と総称されているもので
ある。これらのサービス労働は、家計構成員のためにでなく、もし他人のた
めに行われるときは現実に貨幣評価を受けて売買されるのである。
　われわれの身辺で行われている現代経済においては、材料を持参して料理
を作ってもらう炊事業は見当らないから、まず衣類を洗濯してもらうクリー
ニング業を例にとってみよう。
　衣類を洗濯するクリーニング業者は洗濯した衣類を販売するわけではない。
それではクリーニング業者は衣類を洗濯したという有用的効果＝仕事を販売
しているのであろうか。
　洗濯した有用的効果は衣類に実現されているのであって、その衣類はもと
もと客の所有物である。洗濯した効果は客の所有物である衣類に属している
のであって、クリーニング業者の商品ではない。こうして、クリーニング業
者の商品はクリーニング労働以外にはありえないのである。
　教師の教育労働を例にとってみよう。
　教師は教育労働の成果、教育労働が生み出した有用的効果を販売している
のだろうか。それとも教育労働そのものを販売しているのだろうか。教育効
果というものは、同じ教育労働であっても、それを受けとめる学生によって
さまざまに異なることは言うをまたないであろう。熱心に学習する学生が享
受する教育効果と居眠りしたり、私語したりしながら講義の場に居る学生に
見られる教育効果とは雲泥の差があるとも言えるであろう。もしサービス労
働の有用的効果＝仕事に対価が支払われるなら、熱心な学生ほど高い授業料
を払うということになるだろう。しかし、サービス業で支払われる対価は、
サービス労働の生み出す成果に対する支払いではなく、労働そのものに対す
る支払いなのである。教師の教育労働から多大の成果を受けとる学生も、ま
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ともな成果を受けとらない学生も、同額の授業料を支払うのである。
　医師の医療労働を例にとってみよう。
　医師は医療労働の成果、医療労働が生み出した有用的効果を販売している
のだろうか。それとも医療労働そのものを販売しているのだろうか。
　適切な診断と医療処置を行う医療労働も、適切とは言えない診断と医療処
置を行う医療労働も、いずれも医療労働としては同等のものとして扱われ、
同等の診療報酬が得られるというが実状だろう。医療労働として適切であっ
たか適切でなかったかは結果として判ることであって、その成果というもの
は報酬一対価の対象とはならないのである。名医であるとか、ヤブ医者であ
るとか、評判の種になるだけのことである。医療行為においても、支払われ
るものは医療労働の生み出す成果ではなく、医療労働そのものなのである。
　現代経済における無償労働は、いずれもサービス労働である。そして、そ
れらの無償労働であるサービス労働が、もし他人のために有償で行われると
きには、現実に貨幣評価を受けて売買されることになるのである。ボラン
ティア活動等の社会奉仕活動、自分と家計構成員とのための家事労働は無償
労働である。無償労働は、現実においては貨幣評価を受けない。
　無償労働の貨幣評価とは、現実には貨幣評価を受けることのない労働、そ
うであるからこそ無償労働と呼ばれるサービス労働が、もし仮に貨幣評価を
受けるとすればいくらになるだろうかということである。
　そしてそのさい貨幣評価の対象となるのは労働そのものであり、有償労働
においても無償労働においても、提供されるものは労働力ではない。また、
有償労働において対価を得るのは言葉通り労働なのであって労働の成果とか
仕事ではない。無償労働においても貨幣評価を受けるのはその言葉通りに労
働なのであって、労働の有用的効果などではありえないことは理論的にも明
らかなことなのである。
　18．　r1996年の無償労働の貨幣評価』経済企画庁研究所、国民経済計算部（以下、
　　r1996年の無償労働の貨幣評価』とのみ表記する）1998年5月発表、6頁。
　19．『1996年の無償労働の貨幣評価』2頁。
　20．　『1996年の無償労働の貨幣評価』2頁。
　21．　『1996年の無償労働の貨幣評価』18頁。
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22　「1996年の無償労働の貨幣評価』1頁。
23　『マルクス・エンゲルス全集』ディーツ版、ドイツ語版、（以下、『マルクス・
　エンゲルス全集』とのみ表記する）23巻564頁。
24　『マルクス・エンゲルス全集』19巻25頁。
25　『マルクス・エンゲルス全集』23巻181頁。
26マルクスが、賃金とは労働力商品の対価なのだと主張していることについては、
　より立入って、拙著rマルクス経済学を見直す』（平原社刊）のなかで検討、批
判している。関心のある方は参照されたい。
27　『マルクス・エンゲルス全集』23巻559頁。
28　rマルクス・エンゲルス全集』23巻56～57頁。
結びにかえて
　政府の調査報告書r1996年の無償労働の貨幣評価』に挙げられたr留意事
項」の「（1）非経済的価値の位置づけ」には、っぎのように記されている。
r無償労働は、無償の献身的行為であるという意味で行為者や受益者にとっ
て特別の価値を有し、あるいは特別の効果を持つことが往々にしてある。例
えば、育児は、親の子に対する愛情表現の一形態であり、かっ親子の情愛を
形成する効果を持っているであろう。このような意味で、無償労働は、ある
種のサービスの提供という経済的価値以外の非経済的価値をも有する場合が
あると考えられる。
　本推計は、このような非経済的価値まで計測しようとするものではない。
機会費用法による貨幣評価額は、それだけの価値ある時間を無償労働に費や
す判断をしたという意味で行為者の主観的な価値評価を含んだ推計とも言え
るが、受益者の無償労働に対する敬意や感謝、さらには家事労働が家族の情
愛を形成する効果などにっいて評価し、推計しているものではない」29）。
　政府による無償労働の貨幣評価においては、受益者のそれに対する感謝や、
家族の情愛を形成する効果を持つ等のいわば無償労働の非経済的価値につい
て貨幣評価しようとするものではないことが述べられている。
　しかし、すでに明らかにされて来ているように、理論的には、無償労働の
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貨幣評価において推計の対象となるべきものは無償労働そのものであって、
無償労働の効果ではない。したがって、いわゆる無償労働が家族の情愛を形
成する等の特別の効果を持っことが貨幣評価されないのは理論的にも当然の
ことなのである。
あえて言えば、無償労働の貨幣評価において、家事労働が家族の情愛を形成
する等の効果を持っことが貨幣評価されないのは、それが非経済的価値であ
るからではなく、およそ貨幣評価されるのは労働そのものなのであり、労働
の成果＝効果ではありえないからなのである。
　無償労働と情愛との関係にっいていえば、政府の調査報告書でも述べられ
ているように、家事労働は家族の情愛を形成するという効果を持っであろう
が、無償労働そしてあえて言えば有償労働も、その効果が貨幣評価の対象と
なることはないのである。
　しかしながら、無償労働の伴う情愛が無償労働そのものの品質を高めるの
に役立っということは論をまたないのではなかろうか。労働に愛情がこもる
というようなこともよく言われるが、愛情が無償労働の熱心さ、工夫や注意
深さ等にメリットをもたらし、その熟練度と強度とを高めるのである。
　だがしかし、無償労働の貨幣評価においては、家事労働に伴う愛情とその
効果が評価の対象とならないばかりでなく　　そして、愛情とその効果が評
価の対象とならないのは理論的にも当然なのであるが　　愛情によって高め
られた家事労働そのものの品質の上昇分も貨幣評価の対象とはなっていない
のである。
　政府のr無償労働の貨幣評価』において用いられている推計の方法は、機
会費用法（O　C法）と代替費用法（R　C法）である。機会費用法とは、r無
償労働を行うことにより、市場で労働を提供することを見合わせたことに
よって失った賃金（逸失利益）で評価する方法」であり、代替費用法とは、
r無償労働によって生産しているサービスと類似のサービスを市場で生産し
ている者の賃金で評価する方法」である。いずれのばあいも愛情による労働
の品質向上分は評価の対象となっていないし、また、いずれの方法も愛情に
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よる無償労働の品質向上分を推計の対象とすることが不可能でもある方法な
のである。
　したがって、無償労働の貨幣評価の結果を評価するに当っては、無償労働
の愛情による品質向上分が貨幣評価の対象には入って来ていないことにも留
意し、加えて政府の調査報告書でも認められているその他の過少評価をもた
らす諸要因にも留意しながら、それにもかかわらずこの様な貨幣評価の結果
になっていると受取らねばならないことを忘れるべきではないのである。
　それにしても、無償労働の貨幣評価は、わが国社会に現存している女性と
男性との不平等及び女性差別の基礎である無償労働の面での驚くほどの不平
等と差別を、不充分ながらもあらためて明らかとすることによって、無償労
働のジェンダー（性差）と能力に応じた平等な分担を基礎としてこそ可能な
男女共同参画社会建設のため不断に心掛けるべき社会的、また家庭的課題が
どのようなものであるかをわれわれに明示しているのである。
　29　『1996年の無償労働の貨幣評価』17頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1998年6月30本学経営学部教授）
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